
五 心身の故障により技能実習に関する業務を適正に行うことができない者として主務

省令で定めるもの


五 成年被後見人若しくは被保佐人又は破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者


六

破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者


（新設）
七

（略） 六


（略）

八

第十六条第一項の規定により実習認定を取り消された者が法人である場合（同項第
三号の規定により実習認定を取り消された場合については、当該法人が第二号又は第
四号に規定する者に該当することとなったことによる場合に限る。）において、当該取
消しの処分を受ける原因となった事項が発生した当時現に当該法人の役員（業務を執
行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、顧問その他いか
なる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業務を執行する社員、取締役、執
行役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認められる者を含む。
第十二号


、第二十五条第一項第五号及び第二十六条第五号において同じ。）であった者
で、当該取消しの日から起算して五年を経過しないもの

七

第十六条第一項の規定により実習認定を取り消された者が法人である場合（同項第
三号の規定により実習認定を取り消された場合については、当該法人が第二号又は第
四号に規定する者に該当することとなったことによる場合に限る。）において、当該取
消しの処分を受ける原因となった事項が発生した当時現に当該法人の役員（業務を執
行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、顧問その他いか
なる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業務を執行する社員、取締役、執
行役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認められる者を含む。
第十一号


、第二十五条第一項第五号及び第二十六条第五号において同じ。）であった者
で、当該取消しの日から起算して五年を経過しないもの

九

（略） 八


（略）

十

暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第二条第六号に規定する暴力団員
（以下この号において「暴力団員」という。）又は暴力団員でなくなった日から五年を
経過しない者（第十三号


及び第二十六条第六号において「暴力団員等」という。）

九

暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第二条第六号に規定する暴力団員
（以下この号において「暴力団員」という。）又は暴力団員でなくなった日から五年を
経過しない者（第十二号


及び第二十六条第六号において「暴力団員等」という。）

十一

～十三


（略） 十

～十二


（略）
〇 外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律施行令（平成二十
九年政令第百三十六号）（抄）

〇 外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律施行令（平成二十
九年政令第百三十六号）（抄）

（略） （略）
〇

外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律施行規則（平成二

十八年法務省・厚生労働省令第三号）（抄）


（新設）

（技能実習に関する業務を適正に行うことができない者）

第十六条の二


法第十条第五号（法第十一条第二項において準用する場合を含む。）の主務


省令で定めるものは、精神の機能の障害により技能実習に関する業務を適正に行うに当

たって必要な認知、判断及び意思疎通を適切に行うことができない者とする。


令
和
元
年

月


日
金
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報

附 則

（ 施 行 期 日 ）

１ こ の 省 令 は 、 成 年 被 後 見 人 等 の 権 利 の 制 限 に 係 る 措 置 の 適 正 化 等 を 図 る た め の 関 係 法 律 の 整 備 に 関 す る 法 律 （ 令 和 元 年 法 律 第 三 十 七 号 ） 附 則 第 一 条 本 文 に 規 定 す る 日 か ら 施 行 す る 。

（ 経 過 措 置 ）

２ こ の 省 令 の 施 行 の 際 現 に あ る こ の 省 令 に よ る 改 正 前 の 様 式 （ 次 項 に お い て 「 旧 様 式 」 と い う 。 ） に よ り 使 用 さ れ て い る 書 類 は 、 こ の 省 令 に よ る 改 正 後 の 様 式 に よ る も の と み な す 。

３ こ の 省 令 の 施 行 の 際 現 に あ る 旧 様 式 に よ る 用 紙 に つ い て は 、 当 分 の 間 、 こ れ を 取 り 繕 っ て 使 用 す る こ と が で き る 。

〇 文 部 科 学 省 令 第 十 四 号

成 年 被 後 見 人 等 の 権 利 の 制 限 に 係 る 措 置 の 適 正 化 等 を 図 る た め の 関 係 法 律 の 整 備 に 関 す る 法 律 （ 令 和 元 年 法 律 第 三 十 七 号 ） 等 の 施 行 に 伴 い 、 関 係 法 律 の 規 定 に 基 づ き 、 成 年 被 後 見 人 等 の 権 利 の 制 限 に 係

る 措 置 の 適 正 化 等 を 図 る た め の 関 係 法 律 の 整 備 に 関 す る 法 律 等 の 施 行 に 伴 う 文 部 科 学 省 関 係 省 令 の 整 備 に 関 す る 省 令 を 次 の よ う に 定 め る 。

令 和 元 年 九 月 十 三 日 文 部 科 学 大 臣 萩 生 田 光 一



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